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要旨 

西南日本の南海トラフ沿いの豊後水道では，巨大地震発生層の深部縁で，継続時間半
年～1 年程度，Mw 6–7 程度の長期的スロースリップイベント（LSSE）が数年間隔で繰
り返し，それに同期して深部縁で深部微動が活発化している．数日間の短期的スロース
リップイベント中の微動の潮汐応答についての調査は多いが，微動の潮汐相関の年オー
ダーの時間変化に着目した研究は知らない．そこで本研究では，豊後水道における深部
微動と潮汐との相関の長期的な時間変化を調査した．その結果，LSSE 域の深部縁（領
域 Ba）の微動は，潮汐せん断応力または見かけの摩擦係数が非常に小さなクーロン破
壊応力と有意な相関を持ち，断層すべりを促進する方向に作用する潮汐応力値が大きい
ほど発生しやすいことがわかった．さらに，潮汐感度は LSSE 発生期で相対的に高く，
それ以外の期間では低いことも判明した．LSSE 域は領域 Ba を概ね含んでいるため，
LSSE 期の領域 Ba の断層カップリングはそれ以外の期間に比べて間違いなく小さい．こ
のように低摩擦状態下にあるため，lithostatic な応力よりも遥かに小さな潮汐応力です
ら深部微動の発生に影響を与え，LSSE 期の潮汐感度がそれ以外の期間よりも高くなる
と考えられる． 
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キーポイント 
▪ 豊後水道における深部微動と潮汐との相関の長期的な時間変化を調査した． 
▪ LSSE 域の深部縁の微動は，潮汐せん断応力または見かけの摩擦係数が非常に小さ

なクーロン応力と有意な相関を持ち，潮汐値の絶対値が大きいほど発生しやすい
（または抑制されやすい）． 

▪ 潮汐感度は LSSE 期で高く，それ以外の期間では低い． 
 
 
1. はじめに 
 過去約 30 年間に，環太平洋の多くの地域でスロー地震が検出されてきた［Obara & 
Kato 2016］．スロー地震は，数か月～数年程度の継続期間を持つ長期的スロースリップ
イベント（LSSE），数日～1 週間程度の継続期間を持つ短期的スロースリップイベント
（SSSE），数 Hz の卓越周波数を持つ微動（tectonic tremor (TT)）や低周波地震などで特
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徴付けられる．TT と SSSE はしばしば同期するため，両者を合わせて ETS とも呼ばれ
る［Rogers & Dragert 2003］． 

多くの先行研究から，TT は潮汐せん断応力（または摩擦係数が非常に小さなクーロ
ン応力）と高い相関関係を示す傾向にあることが指摘されている［例えば，Thomas et 
al. 2009; Houston 2015］．このとき，TT は潮汐応力の位相（特に半日周）［例えば，Ide 
2010, 2012; Katakami et al. 2017］and/or 振幅［例えば，Lambert et al. 2009; Houston 2015; 
Ide et al. 2015］に影響を受けている．そして，lithostatic な応力よりも遥かに小さな潮汐
応力が TT の発生に影響を与えていることから，TT 発生域の断層は非常に弱化（低摩擦
化）していると解釈されている［例えば，Rubinstein et al. 2008; Thomas et al. 2009; 
Houston 2015］．このことは，TT の潮汐相関によってプレート境界の固着状態を把握で
きる可能性を示唆している．数日間の ETS 中の TT の潮汐応答についての調査は多い．
しかしながら，TT の潮汐相関の年オーダーの時間変化に着目した研究は知らない． 

西南日本では，大陸プレートの下にフィリピン海プレートが南海トラフから沈み込ん
でおり，M 8–9 クラスの巨大地震が約 100 年間隔で発生している［地震調査研究推進本
部地震調査委員会 2013］．南海トラフ沿いの豊後水道（Fig. 1）では，巨大地震発生層
の深部縁で，継続時間半年～1 年程度，Mw 6–7 程度の LSSE が数年間隔で繰り返し［例
えば，Kobayashi 2017; Ozawa 2017; Takagi et al. 2019］，それに同期して TT が活発化して
いる［Hirose et al. 2010］．以降，地震発生層の深部縁で発生する TT を deep tectonic 
tremor (DTT)と呼ぶ．DTT は概ね深さ 30 km の等深線に沿って帯状に分布している
［Obara 2002, 2010］（Fig. 1a）．Mw 5–6 程度の SSSE が DTT 域に時空間的にしばしば同
期して発生している［Obara 2010］（Fig. 1a）．本研究では，豊後水道における DTT と潮
汐との相関の長期的な時間変化を調査した． 
 
2. データ 
2.1. DTT の特徴 

本研究では，エンベロープ相関法で検出された防災科研 DTT カタログ［Maeda & 
Obara 2009; Obara et al. 2010, https://hinetwww11.bosai.go.jp/auth/tremor/auto_hypo_catalog］
を用いた．この DTT カタログは，長期間にわたって同手法で客観的に検出されたデー
タからなるため，本研究の目的である「DTT と潮汐との相関の長期的な時間変化を調査
する」のに適している．解析に用いたデータは，2001 年 1 月 1 日～2023 年 10 月 31 日
に豊後水道の領域 Ba と Bb 内で発生した DTT である（それぞれ 2091 個と 2659 個）
（Fig. 1b）．領域 Ba と Bb は，Obara et al. [2010]による領域分けに準拠した．彼らは微
動分布の dip 方向の二峰性の特徴に基づいて領域分けした．領域 Ba 内の DTT は LSSE
に同期して増加する（Fig. 2）．特に，GNSS 点 950449―940079 間（位置については Fig. 
1a 参照）の基線長変化が急激な 4 期間（ピンク期間）中に DTT の回数の増加が顕著で
ある．一方，領域 Bb 内の DTT は定常的に発生している．2019 年頃から発生頻度が増
加しているが，微動ではなく人工的なノイズを捉えている可能性が指摘されている［防
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災科研 2019］ため，本研究では深くは触れないが，2019 年頃からの増加分は主に領域
Bb の南西のクラスタ（Fig. 1b の A）に震央が求まっていることを付記しておく．Fig. 3
は，DTT の発生間隔のヒストグラムである．DTT カタログの時間分解能は 1 時間であ
る．ただし，同じ領域内の離れた場所で同時刻に DTT が発生するケースもある．数時
間差以内が卓越していることから，DTT はほぼ連続して発生する傾向にあることがわか
る．そして，時折数十日間の静穏期間が現れる．静穏期間は領域 Bb よりも領域 Ba の
方が長めである（cf. Fig. 3d with h）． 
 
2.2. 断層パラメータ 

DTT に対する理論潮汐応答を計算する際には，DTT の位置・発生時刻・断層パラメ
ータの情報が必要となる．Fig. 4 は，DTT の震源・断層パラメータである．DTT の位置
については，震央はカタログ情報をそのまま用いた．DTT カタログは深さの情報を持っ
ていないため，DTT がプレート境界［Hirose et al. 2008］で発生していると仮定して設
定した．発生時刻については，カタログ値をそのまま用いたが，時間分解能は 1 時間で
あるため，DTT が正時に発生したと仮定した．潮汐による DTT の直接的なトリガーだ
けでなく，先行する DTT によってトリガーされた二次的な DTT による汚染の可能性は
否定できないが，適切に分離するアイディアを持っていない．本研究では，領域内で 1
時間 bin 内に発生した（1）か発生しなかった（0）かの二値情報を扱っており，ある意
味でデクラスタされたデータセットを用いていることになる．DTT の走向と傾斜角につ
いては情報がないため，プレート境界面形状から推定した（プレート等深線から最大傾
斜方向を算出し，それに垂直な方向を走向とした）．すべり角は，簡単のために，フィ
リピン海スラブに対する陸プレートの運動方向 N124°E［DeMets et al. 2010］と各 DTT
の走向の成す角とした． 
 
2.3. LSSE の時空間分布 

解析期間中に豊後水道の LSSE は複数回発生している．解析者・解析手法によって
LSSE の領域や期間は異なる［例えば，Kobayashi 2017; Nakata et al. 2017; Ozawa 2017; 
Takagi et al. 2019］．LSSE のすべり分布については，地殻変動観測データの不十分さを
補うためにすべり分布のなめらかさを前提とした解析が行われてきた．一方，Nakata et 
al. [2017]は，不十分な地殻変動観測データから必要な情報を正確に抽出することが可能
となるスパースモデリング法を用いて，LSSE の詳細なすべり分布を推定した（Fig. 1 の
薄紫エリア）．その結果，大すべり域（Fig. 1 の薄塗りつぶしエリア）の上端及び下端に
すべり量の急変が見出され，前者は地震発生帯の下限及び 350℃の等温線と，後者は
DTT 域の上限（updip limit）とよく一致している．Kobayashi [2017]は，GNSS 日座標値
を用いて，ランプ関数との相関値により LSSE を客観的に検出する手法を開発した．本
研究では，LSSE の開始及び終了の時期を，LSSE の中心（東経 132.4 度［Nakata et al. 
2017］）において Kobayashi [2017]の手法による客観解析で相関係数 0.8 以上となる期間
と定義した（Fig. 5）．GNSS データの F5 解に適用したところ，この条件を満たす期間
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は以下の 4 期間である：①2003 年 2 月 23 日～2004 年 3 月 22 日，②2009 年 9 月 10 日
～2011 年 1 月 9 日，③2014 年 5 月 5 日～2014 年 12 月 31 日，④2018 年 8 月 9 日～2019
年 10 月 30 日．Fig. 2 では，この条件を満たす期間①－④をピンクで示している．LSSE
の規模は，期間①②④で Mw 7 程度，期間③で Mw 6.2 程度である［Ozawa 2017; Ozawa et 
al. 2020］．Fig. 2 上部の灰棒は Takagi et al. [2019]が同定した豊後水道付近の LSSE で，
LSSE#10, 17, 22 は Kobayashi [2017]の手法でも LSSE①－③として推定されている．さら
に，別の LSSE が 3 回（#7, #9, #13）ある（Fig. 6）．領域 Ba の DTT は LSSE#7, #9, #13
時も増加傾向を示すが，LSSE①－④時ほどの増加はみられず，GNSS 基線長の変化も小
さめである（Fig. 2）． 
 
3. 解析手法 
3.1. 理論潮汐応力 

理論潮汐応力は，Fortran コード TidalStrain.2［Hirose et al. 2019］を用いて計算した．
潮汐指標として体積歪∆ ，DTT の各震源において仮定した断層面上における潮汐せん
断応力(Δτ)と潮汐法線応力(Δσ)，及びクーロン破壊応力∆CFF = ∆ + ∆ を解析対象とし
た．ΔCFF の見かけの摩擦係数 は 0.1, 0.2, …, 0.9 とした（以下，ΔCFF(0.1), ΔCFF(0.2), …, 
ΔCFF(0.9)）．仮に，高い異方性断層帯が非排水条件下にあれば， = (1 − )と表され
る［Houston 2015］．ここで， は静摩擦係数， はスケンプトンの間隙水圧係数で，非
排水条件下における岩石に働く封圧の変化量に対する間隙水圧の変化量の割合を示す．
したがって，断層面における間隙水圧の Δσ に対する応答が強ければ（すなわち ~1の
とき）， は小さくなる．手法の詳細については，Hirose et al. [2019]を参照のこと． 

本研究では，体積歪及び法線応力については膨張・拡張を正，収縮・圧縮を負とし
た．せん断応力及び ΔCFF については断層すべりを促進する方向を正，抑制する方向を
負とした．本地域のように逆断層タイプのすべりを考える場合は，法線応力についても
断層すべりを促進する方向が正，抑制する方向が負に対応する． 
 
3.2. 潮汐感度 

DTT の発生タイミングと潮汐値（振幅）との間に関係があるかどうかについて調査し
た．Fig. 7 に解析例を示す．潮汐値の絶対値が大きいほど DTT が発生しやすい（または
抑制されやすい）かどうかを調査するために，潮汐値を複数区間に細分した場合につい
て以下の式［Houston 2015］で評価した． (∆ ) (∆ )⁄ = ∆ (1) 

ここで，∆ は歪・応力 bin の中間の値，潮汐感度 は最尤法［Yabe et al. 2015］で推定
され，値が大きいほど潮汐感度が大きい．本研究における の単位は，歪の場合は/10-

8，応力の場合は/kPa である． は潮汐値が歪・応力 bin 内の値を取る期間に観測され
た DTT 数である． は同期間に潮汐と無相関に期待される DTT 数であり，ここでは
各 DTT の発生前後 4 日間における潮汐力の 15 分間隔のサンプリング値（背景データと
呼ぶ）に基づく．これは Fig. 4 に示す通り，各 DTT で震源位置・断層パラメータが異
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なるため，各 DTT の断層における潮汐応答曲線も異なることによる措置である．つま
り，DTT あたり 769 個（= 60 min / 15 min x 24 hours x 8 days + 1）から背景データを作成
し，DTT の数だけスタッキングする．Fig. 7 はスタッキング後のイメージ図である．

⁄ （Fig. 7b の青菱形）が，潮汐値に指数比例していれば潮汐との関連が示唆さ

れる． の不確定性∆ は，正規分布に対する 95%信頼区間に対応する2 ⁄
で推定

した（Yabe et al. [2015]の式(7)参照）．ここで，ln は対数尤度． 
 
4. 結果・議論 
4.1. DTT の潮汐依存性 

Fig. 8 は領域 Ba の各潮汐成分に対する潮汐感度である．各成分の背景データの最小
値・最大値で規格化している．両端近くの個数の少ない bin ではデータ不足により

⁄ の外れ値が現れることに注意．見かけの摩擦係数 が小さくなるにつれて
（Δσ の寄与が小さくなり，Δτ の寄与が大きくなるにつれて），潮汐感度が上がる傾向が
みられる．ΔCFF(0.1)及び Δτ で潮汐感度 は最大の~0.4 を示し，不確定性∆ = 0.07を考慮
しても有意であり，潮汐絶対値が大きいほど DTT は発生しやすい or 抑制されやすいこ
とが示唆される．これは，TT が潮汐せん断応力または見かけの摩擦係数が非常に小さ
なクーロン応力と高い相関関係を示す傾向にある，という先行研究の指摘［例えば，
Thomas et al. 2009; Houston 2015］と整合する．見かけの摩擦係数が非常に小さいことが
示唆されるため，断層面における間隙水圧の Δσ に対する応答は強いと考えられる．
Fig. 9 は領域 Bb の各潮汐成分に対する潮汐感度である．ここでは，人工ノイズの影響
（2.1 節参照）がないと考えられる 2017 年 12 月までのデータを用いた結果を示してい
る．領域 Ba と同様に，Δτ 及び ΔCFF(0.1)で潮汐感度が高いが，潮汐感度は領域 Ba より
小さい．なお，2023 年 10 月までの全データを用いた場合は，全ての成分で DTT の潮汐
感度がほぼゼロであった． 

Downdip 側（領域 Bb）に比べて Updip 側（領域 Ba）の DTT の潮汐感度が高い点は，
Ide [2010]も指摘している．彼は，低周波地震のように孤立的に発生する継続時間の短い
DTT が Updip 側に多く分布し，潮汐に敏感である一方，Downdip 側の DTT には拡散的
伝播の特徴がみられ，継続時間が長く，潮汐感度が低いことを見出した．また，浅部と
深部の微動の潮汐感度の違いについて，Yabe et al. [2015]は，速度強化背景領域に埋め込
まれた速度弱化の微動パッチの集合体をクラスタという単位で捉え，プレート境界面の
摩擦の不均質性をクラスタのサイズ（微動の継続時間を規定）と微動パッチの密度（微
動の振幅・エネルギーを規定）によって特徴付け，以下のように解釈した：浅部には微
動の継続時間が短く振幅が小さい（小クラスタサイズ・低密度の）クラスタが存在して
おり，高応力に耐えることができない（つまり弱パッチ）ため，潮汐感度が高くなる．
一方，深部の微動は頻繁に発生するものの継続時間が長い（クラスタサイズが大きい）
ことから，応力変化に対する感度の低い大きな固着域として集合的に機能するため，潮
汐感度が低くなる． 
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4.2. LSSE 中の DTT の潮汐感度の上昇 

Fig. 10 は，Δτ 及び ΔCFF(0.1)に対する DTT の潮汐感度 の時間変化で，個数窓 100 個
で潮汐感度 を計算し，10 個ずつずらして時間変化をみたものである．領域 Ba（Fig. 
10a）では，LSSE 期付近で潮汐感度 が極大となる傾向を示す．一方，領域 Bb（Fig. 
10b）では，同様の傾向を認め難い．なお，領域 Bb の Ot⑤期のバタつきはノイズ（2.1
節参照）の混入によるものと考えられるため意味を持たない．また，潮汐感度が負にな
っているケースについては，潮汐応力が断層すべりを抑制するタイミングに微動が活発
化していることを意味しており，物理的には矛盾しているため，微動と潮汐には関係が
ないと判断すべきであろう． 

ここで，潮汐感度の時間変化の結果の信頼性の検証のため，別の DTT カタログ
［Mizuno & Ide 2019］に対して同様の解析を行った結果を Fig. 11 に示す．Mizuno & Ide 
[2019]は，エンベロープ相関法を改良し，時間分解能 5 分間の微動カタログを作成し
た．データ期間は，2004 年 4 月～2016 年 9 月の 12.5 年間で，防災科研カタログ 22.8 年
間の約半分である．個数窓 500 個で潮汐感度 を計算し，50 個ずつずらして時間変化を
みたものである．Fig. 11 に示す潮汐感度の時間変化が，Fig. 10 の結果と整合している
ことがわかる． 

Fig. 12 は，領域 Ba の DTT について，LSSE 期間とそれ以外の期間（Ot 期）に分けた
場合の潮汐応答である．LSSE の全期間(a, c)と Ot 期の全期間(b, d)とを比較すると，
DTT の潮汐感度 は前者の方が高い．個数の多い LSSE②と Ot②に支配されている疑念
を払拭するため，②を除いた集団に対しても ΔCFF(0.1)について計算してみたが，LSSE
①③④の は 0.62 ± 0.15，Ot①③④⑤の は 0.26 ± 0.11 であり，LSSE 期の潮汐感度 の
方が高いという結果は変わらなかった． 

以上をまとめると， 
▪ 豊後水道の DTT は，Δτ または ΔCFF(0.1)に依存する 
▪ 領域 Ba の DTT の潮汐感度は領域 Bb のそれより高く，さらに LSSE 期で相対的

に高くなる 
以下では，LSSE 域の深部縁にあたる領域 Ba の DTT の潮汐感度が LSSE 期に特に高

くなる件について考察する． 
上述（4.1 節）の通り，Yabe et al. [2015]は，プレート境界面の摩擦の不均質性をクラ

スタのサイズと微動パッチの密度によって特徴付け，小サイズ・低密度のクラスタ（弱
パッチ）で潮汐感度が高くなることを説明したが，さらにプレート境界面の弱化が進む
と，小サイズ・高密度のクラスタにおいても速度弱化領域の強度を低下させ，潮汐感度
が高くなると指摘した．つまり，ここでキーワードとなるのはプレート境界面の弱化の
進行である． 

まず，DTT は SSSE を伴うケースが多いこと［Obara 2010］から，SSSE の起きていな
い通常時に比べて DTT 発生時の断層は一般的に弱化（低摩擦化）していると考えられ



Hirose & Kobayashi [2025, EPS] https://doi.org/10.1186/s40623-025-02145-5 
Tidal correlation of deep tectonic tremors increases during long-term slow slip events in the 
Bungo Channel, southwest Japan 
の簡易和訳版 

 7

る．断層弱化と潮汐感度には関連があること［例えば，Rubinstein et al. 2008; Thomas et 
al. 2009; Houston 2015; Yabe et al. 2015］から，LSSE が発生していない Ot 期であって
も，SSSE を伴う DTT の潮汐感度は多少は認められる（Fig. 12b, d）．次に，そのうえ
で，LSSE 域は領域 Ba を概ね含んでいる（Figs. 1, 6c, e, f）ため，LSSE 期における領域
Ba の断層弱化は Ot 期に比べて間違いなく進んでおり，低摩擦状態下にある．それによ
り，lithostatic な応力よりも遥かに小さな潮汐応力が DTT の発生に影響を与え，Ot 期よ
りも LSSE 期の潮汐感度が高くなると考えられる． 
 
4.3. 先行研究との視点の違い 

本節では，西南日本の DTT または背景地震活動と潮汐との関係について調査した先
行研究と本研究との視点の違いについて触れる． 

Yabe et al. [2015]は，西南日本の ETS 中の DTT と潮汐せん断応力との関係を一連の
DTT の活動を 3 期間（Initiation, Front, Later）に分けて調査した．ここで，Front は 1 日
あたりの DTT が 20 個以上を初めて超えた日で，Initial は Front より前の期間，Later は
Front より後の期間である．その結果，DTT は Later 期間に潮汐相関が高い傾向を見出
し，ETS 中に断層が弱化することによると解釈した．平均潮汐感度は，Initial で 0.33，
Front で 0.08，Later で 0.41 と報告した（単位は/kPa）．一方，本研究では，長期的な
DTT の潮汐相関に注目し，各 ETS 中の DTT の細かな潮汐相関は興味の対象外である．
言い換えると，各 ETS を単位として潮汐相関の長期的な時間変化を調査したことにな
る．その結果，領域 Ba においてその領域を含む LSSE の発生と対応した Δτ 及び
ΔCFF(0.1)の潮汐相関の変化が明らかとなった．潮汐感度 の平均は~0.4 である（Fig. 8b, 
d）が，LSSE 期は~0.6 に上昇し（Fig. 12a, c），それ以外の期間は~0.2（Fig. 12b, d）に
下降する． 

Nakata et al. [2008]は，広島大学が構築した微動自動モニタリングシステム
（ATMOS）［Suda et al. 2009］で検出された 1 時間あたりの DTT の継続時間のデータを
用いて潮汐との関係を議論した．潮汐による周期的な応力変化とボックスカー型の
SSSE による過渡的な応力レートの増加を組み合わせることで，四国東部で発生する 12
時間または 24 時間の周期を持つ DTT の活動を説明した．彼女らは，このとき ΔCFF(0.2)

とそのレート Δ(ΔCFF(0.2))を考慮したが，DTT 活動度のピークが ΔCFF(0.2)のピークの数
時間前に現れることから，因果律が破られるとして ΔCFF(0.2)を不適とした．その代わ
り，Δ(ΔCFF(0.2))であれば，そのピークの数時間後に DTT 活動度のピークが現れ，速
度・状態依存摩擦則［Dieterich et al. 2000］に特有の時間遅れの効果により因果律を満
たすとした．一方，Houston [2015]は，応力（プレート沈み込みによる永年変化・SSSE
による過渡的変化・地球潮汐による周期的変化）が断層強度を超えると摩擦的にクリー
プし，直ちに微動を発生させるという「応力閾値破壊モデル」を提案している．本研究
の結果は Δτ または ΔCFF(0.1)の値そのものが DTT を支配している可能性が示唆されてお
り，Houston [2015]の考えを支持する．ただし，本研究では応力／歪のみに焦点を当て
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たに過ぎないため，Nakata et al. [2008]の応力レート説を否定するものではない．応力レ
ートと DTT の関係については別の論文に譲る． 

Tanaka et al. [2015]は，地球潮汐に加えて太平洋十年規模振動や黒潮（大蛇行は 1980–
1990 年に複数回と 2004–2005 年に 1 回発生）などによる非潮汐海洋変化も考慮し，東
海地方の背景地震活動の増減や LSSE の発生時期との関係を調査した．東海地方は黒潮
大蛇行の影響が大きいため，非潮汐を考慮した方が背景地震活動の増減のタイミングと
整合すると指摘した．また，地球潮汐＋非潮汐による長期の応力変化のピークの 2–4 年
後に LSSE が発生する傾向があると指摘した（ただし，Tanaka et al. [2015]の Fig. 4c か
ら，長期応力変化と LSSE との対応関係を見出すのは少々難しいことに注意）．一方，
黒潮は四国・本州南岸に沿う流路と紀伊半島・遠州灘沖で南へ大きく蛇行する 2 つの流
路がある［川辺 2003］．どちらの流路も本研究の対象領域である豊後水道付近では同じ
であるため，仮に彼らの主張する影響があったとしても本研究領域における黒潮大蛇行
の影響は小さいと考えられる．したがって，本研究では，非潮汐海洋変化を考慮しなか
った． 
 
4.4. 将来の課題 

本研究では，領域 Ba において基本的に LSSE 期に潮汐感度の上昇が認められたが，
Δτ の LSSE④については他の LSSE 期よりも潮汐感度が低い（Fig. 10a の青線）．豊後水
道では，単に Δτ よりも ΔCFF(0.1)の方が支配的であることによるのかもしれない．ただ
し，メキシコのゲレロでは，2006 年 LSSE 中に TT の潮汐（半日周）相関が落ちたとい
う報告［Peng & Rubin 2017］があるため，両ケースの共通点を洗い出せば何か判明する
かもしれない．将来の課題である． 

領域 Ba の潮汐感度 の時間変化（Fig. 10a）をより詳細にみると，LSSE③が終了して
からも約 2 年間はやや高めの潮汐感度を保っている．LSSE の客観検知の時空間分布
（Fig. 5）では，LSSE 発生の基準とした東経 132.4 度の西隣のグリッドにおいて，同 2
年間の相関係数が 0.6 を超えているため，付近で小規模な LSSE が生じていたのかもし
れない．ただし，2016 年熊本地震の影響はあらかじめ補正しているが，ノイズを取り
切れていない可能性もある．今後も繰り返されるであろう豊後水道 LSSE と微動の潮汐
感度との関係について事例を積み重ねていけばはっきりするだろう． 

陸域に近い LSSE は GNSS で把握できるが，GNSS データがリアルタイムで取得でき
ない海域では LSSE の把握は困難である［例えば，Yokota & Ishikawa 2020］．DTT の潮
汐相関が LSSE による応力変化に敏感であることから，海域でも比較的観測が容易な微
動の発生数や潮汐相関の時間変化を監視することで，LSSE の発生を把握できるかもし
れない．LSSE が Mw 7–8 の地震をトリガーした可能性もメキシコ［Radiguet et al. 
2016］とチリ［Ruiz et al. 2014］では指摘されている．仮に将来，豊後水道 LSSE が引き
金となって南海トラフ沿いで巨大地震が発生するような場合，LSSE 周辺のプレート間
の固着が地震前に非常に弱化することにより，DTT の潮汐相関が高くなるかもしれな
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い．DTT の潮汐相関の変化は，プレート境界の断層弱化状態や間隙流体状態などを反映
している可能性が指摘されており［例えば，Rubinstein et al. 2008; Thomas et al. 2009; 
Bartlow et al. 2012; Houston 2015］，地震サイクルにおけるプレート間の固着状態の時間
発展を考える上で重要である． 
 
5. まとめ 

西南日本の豊後水道で発生する深部微動（DTT）の長期的な潮汐相関を調査した．
LSSE 域の深部縁の DTT 発生域のうち浅部側（領域 Ba）における DTT の潮汐感度
は，Δτ 及び ΔCFF(0.1)で有意な潮汐相関が示唆され，潮汐値の絶対値が大きいほど発生
しやすい or 抑制されやすいことがわかった．このことは，先行研究の指摘［例えば，
Thomas et al. 2009; Houston 2015］と整合する．深部側（領域 Bb）は全ての潮汐成分で
感度が低く，Downdip 側に比べて Updip 側の DTT の潮汐感度が高い点については，先
行研究の指摘［Ide 2010; Yabe et al. 2015］と整合する． 

領域 Ba の Δτ 及び ΔCFF(0.1)に対する DTT の応答を長期的スロースリップイベント
（LSSE）期とそれ以外の期間（Ot 期）に分けてみたところ，LSSE 期の方が Ot 期に比
べて潮汐感度が高い傾向にあった（ただし，Δτ の LSSE④は低い部類に入る）．領域 Ba
は LSSE 域に概ね含まれているため，Ot 期に比べて LSSE 期の領域 Ba の断層カップリ
ングは小さく，これにより，lithostatic な応力よりも遥かに小さな潮汐応力が DTT の発
生に影響を与え，Ot 期よりも LSSE 期の潮汐感度が高くなると考えられる． 
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Figure Captions 
Figure 1. 西南日本豊後水道周辺のマップ 

(a) 豊後水道周辺のマップ．赤点は 2001 年 1 月～2023 年 10 月に発生した微動の震
央［Maeda & Obara 2009; Obara et al. 2010］，橙枠は 1996 年 6 月～2012 年 1 月の
SSSE［Nishimura et al. 2013］，紫の塗りつぶし域及び紫線は，Nakata et al. [2017]が
推定した 2010 年 LSSE のすべり量 0.2 m 以上域及び 0.1 m のコンター．緑エリアは
南海地震の想定津波波源域［中央防災会議 2003］，青破線はフィリピン海プレート
上面の等深線［Hirose et al. 2008; Nakajima & Hasegawa 2007］．緑四角は GNSS 観測
点．挿入図の赤枠は図(a)の範囲を示す．矢印はアムールプレート（AM）に対する
フィリピン海プレート（PHS）の運動方向［DeMets et al. 2010］．NT は南海トラ
フ，PAC は太平洋プレート，OK はオホーツクプレート．(b) 図(a)の矩形内の拡大
図．領域 Ba と Bb は Obara et al. [2010]による領域分け．深部超低周波地震のビーチ
ボール（下半球等積投影）［Ide & Yabe 2014］は，低角逆断層型を示す．領域 Bb 内
のクラスタ A については本文 2.1 節参照． 

 
Figure 2. DTT の累積数の時間変化 

赤線は領域 Ba，青線は領域 Bb 内でそれぞれ発生した DTT の累積数（左軸）．緑線
は GNSS 観測点 950449 と 940079 のトレンド除去した 11 日移動平均の基線長変化
（右軸）．桃期間は Kobayashi [2017]の手法で決定された LSSE の活動期（相関係数
0.8 以上，Figure 5 参照）．図上部の数字付きの灰バーは Takagi et al. [2019]によって
推定された LSSE の期間．LS は LSSE，Ot は LSSE 以外の期間を示す． 

 
Figure 3. DTT の発生間隔の頻度分布 

（左）領域 Ba, （右）領域 Bb．(a, e)の横軸の単位は hours，その他のパネルの横軸
の単位は days．図 c, d と g, h の縦軸が異なることに注意． 

 
Figure 4. DTT の断層パラメータ分布 
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(a) 深さ，(b) 走向，(c) 傾斜角，(d) すべり角．図(d)の矢印はフィリピン海プレー
トに対する陸プレートの運動方向[DeMets et al. 2010]を示す．他のシンボルについ
ては Figure 1 と同じ． 

 
Figure 5. Kobayashi [2017]の手法による LSSE 期 

(a) 黒点は LSSE の推定に用いた矩形の中心点で，フィリピン海プレート上面の深
さ 25 km に対応．星は経度 132.4°の位置を示す．(b) GNSS データ（F5 解）にラン
プ関数を当てはめた際の相関係数の時空間分布．図(a)の黒点を中心として，南海ト
ラフの走向方向に 50 km x プレート収束方向に 100 km の矩形内の観測点の変位デ
ータを用いた．相関係数 0.6 以上，2 年間の変位量が 2 mm 以上の期間に色を付け
た．その他のシンボルについては Figure 1 と同じ． 

 
Figure 6. 豊後水道 LSSE の分布 

青矩形は Takagi et al. [2019]によって推定された LSSE 断層．青矢印は陸プレートの
すべり方向，矢印の長さは相対的なすべり量を示す．LSSE の開始日と終了日，規
模，すべり量は各パネルの左上に示している．赤点は各パネルの期間内に発生した
DTT．その他のシンボルは Figure 1 と同じ． 

 
Figure 7. 潮汐感度の解析例 

(a) 理論潮汐応答（灰丸）．黒丸はイベント発生時を表す．(b) 潮汐応力を複数区間
に分けた場合のヒストグラム．塗りつぶし棒は期待される背景相対頻度 の分布
（図(a)の灰丸の相対頻度分布），太枠棒はイベント発生時の潮汐応力（図(a)の黒
丸）の相対頻度 の分布（下軸）．青菱形は， に対する の比（上軸）．赤
線は， (∆ ) (∆ )⁄ = ∆ によるモデル値で，最尤法［Yabe et al. 2015］で推
定． 

 
Figure 8. 領域 Ba の各成分に対する潮汐感度 

図の見方については Fig. 7b 参照．横軸は各成分の背景データの最小値・最大値で
規格化している．図右上の と はそれぞれ領域 Ba のイベント数と背景サンプ
ル数． 

 
Figure 9. Fig. 8 と同様（ただし，2017 年 12 月までのデータを用いた領域 Bb） 
 
Figure 10. 及び ( . )に対する DTT の感度 の時間変化 

領域(a) Ba 及び(b) Bb において個数窓 100 個で潮汐感度 を計算し，10 個ずつずら
して時間変化をみたもの．横棒はサンプル期間．太青線はΔτ，太赤線はΔCFF( . )の
潮汐感度 （左軸）．細線は の 95%誤差Δ である．灰線は各領域内で発生した
DTT の累積数（右軸）．その他のシンボルは Figure 2 と同じ． 
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Figure 11. Fig. 10 と同様（ただし，Mizuno & Ide 2019 の微動カタログ） 
領域(a) Ba 及び(b) Bb において個数窓 500 個で潮汐感度 を計算し，50 個ずつずら
して時間変化をみたもの． 
 

Figure 12. BG 期間と LSSE 期間に分けた場合の領域 Ba の DTT の応答 
(left) Δτ，(right) ΔCFF( . )．Left と right の灰色の背景分布はそれぞれ Fig. 8b, d と
同じ． 

 


